山梨県「富士山ブランド・ロゴマーク」使用承認要綱
（目的）

第１条　この要綱は、山梨県が開発した「富士山ブランド・ロゴマーク（以下「ロゴマーク」という。）」の適正な使用を確保し、その普及を促進するために必要な事項を定めるものとする。

（ロゴマークに関する権限）

第２条　ロゴマークに関する一切の権限は、山梨県に属する。　

（使用の承認）

第３条　ロゴマークの使用申請をできる者は、県内に住所を置く次の者とする。

一　市町村

二　中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）第３条に基づく中小企業団体等の組合員等

三　酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（昭和28年2月28日法律第７号）第３条に基づく酒類業組合の組合員
四　商工会議所又は商工会の会員である中小企業者等（中小企業支援法（昭和38年法律第147号）第２条に規定する中小企業者）

五　公益社団法人やまなし観光推進機構の会員

六　山梨県農業協同組合中央会の会員
七　富士川中流域森林・林業活性化センター、及び山梨東部流域森林・林業活性化センターの会員

八　山梨県特用林産協会の会員

九　その他、山梨県知事（以下「知事」という。）が特に認める者

２　前項各号に掲げる者がロゴマークを使用しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではない。

一　学校が教育の目的で使用する場合

二　新聞、テレビ、雑誌等報道関係機関が報道目的に使用する場合

三　その他使用承認の手続きを必要としないと知事が認めた場合

（使用の申請）

第４条　前条の承認を受けようとする者は、「富士山ブランド・ロゴマーク使用承認申請書」（別紙様式１号）に、次に掲げる書類を添えて、知事に申請しなければならない。

一　申請者の所在、設立目的及び活動内容を明らかにする書類

二　企画書等ロゴマークの使用内容が分かるもの

三　その他知事が必要と認める書類

（使用承認の基準）

第５条　知事は、前条に規定する申請書を受理した場合は、その内容を審査し、当該使用が世界文化遺産富士山の保全に対する理解と協力を高めるために効果があると認め、使用を承認するときは、「富士山ブランド・ロゴマーク使用承認書」（別紙様式２号）を交付するものとする。
２　ロゴマークの使用承認の基準については、別に定める。

３　ロゴマークの使用が次の各号のいずれかに該当する場合は、知事はこれを承認しない。

一　山梨県、富士山、富士山ブランド及び富士の国やまなしの品位を傷つけ、又は正しい理解の妨げとなるおそれがある場合

二　世界文化遺産富士山の保全へ向けた事業推進の妨げとなるおそれがある場合

三　特定の政治、思想、宗教の活動に利用されるおそれがある場合

四　法令や公序良俗に反するおそれがある場合

五　その他承認することを知事が不適当と認めた場合

（使用上の順守事項）

第６条　ロゴマークを使用する者（以下「使用者」という。）は、次の各号に掲げる事項を順守しなければならない。

一　承認された用途にのみ使用すること。

二　定められた形状、色等に従って正しく使用すること。

三　ロゴマークの一部のみを使用し、又は変形したり、他の図形や文字と重ねて使用したりしないこと。

四　当該使用に係る物件の完成見本を速やかに知事に提出すること。ただし、完成見本の提出が困難な場合は、写真等の提出をもって代えることができるものとする。

五　自らの使用承認を第三者に譲渡しないこと。

（使用料金）

第７条　ロゴマークの使用料金については、これを無料とする。

（承認の期間）

第8条 　ロゴマークの使用承認の期間は、承認の日から起算して三年を限度とする。
２　使用者は、前項の使用承認の期間の満了後も引き続きロゴマークを使用しようとするときは、「富士山ブランド・ロゴマーク継続使用届出書」（別紙様式３号）を使用承認の期間の満了日の二月前までに知事に届け出ることにより、三年を限度としてその期間を更新することができる。
（承認内容の変更等）

第９条　使用者が使用承認の内容について、追加又は変更をしようとする場合は、あらかじめ「富士山ブランド・ロゴマーク使用承認内容追加・変更申請書」（別紙様式４号）を知事に提出するものとする。

２　知事は、前項に規定する申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは「追加・変更承認書」（別紙様式５号）を交付するものとする。

（承認の取消し等）

第10条　知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用承認を取り消し、使用者に対し使用物件の回収等の措置を命ずることができる。

一　使用者がこの要綱に違反したとき。

二　使用者が使用承認に付した条件に違反したとき。

三　申請書の内容に虚偽のあることが判明したとき。

四　その他、ロゴマークの使用継続が不適当であると認められたとき。

　　２　知事は、使用者にロゴマークの使用状況等について報告させ、又は調査をすることができるものとする。

(包括承認)

第11条　知事は、第４条から第６条まで及び第８条から第10条までの事務について、次の各号に掲げる団体等に当該団体の会員の使用について、包括承認できるものとする。

一　市町村
二　中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）第３条に基づく中小企業団体等

三　酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（昭和28年2月28日法律第７号）第３条に基づく酒類業組合

四　商工会議所
五　商工会

六　公益社団法人やまなし観光推進機構
七　山梨県農業協同組合中央会
八　富士川中流域森林・林業活性化センター及び山梨東部流域森林・林業活性化センター
九　山梨県特用林産協会

十　その他、知事が特に認める団体等
　　２　前項の規定に基づく包括承認を受けようとする団体等は、「富士山ブランド・ロゴマーク使用に係る包括承認申請書」（別紙様式第６号）により知事に申請しなければならない。

３　知事は、前項の規定により包括承認を行った場合には、「包括承認通知書」（別紙様式７号）により通知するものとする。

４　包括承認を受けた団体等は、別紙様式第１号から第５号までを準用し、その会員にロゴマークの使用承認を与えることができるものとする。
 (包括承認後の報告の聴取等)

第12条　知事は、前条の規定により包括承認を受けた者の事務執行の適正を期するため、その事務の状況に関し定期に又は必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができるものとする。

（包括承認の取消し等）

第13条　知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条に規定する包括承認を取り消し、包括承認を与えた者に対し、必要な是正措置を命ずることができる。

一　包括承認を与えた者がこの要綱に違反したとき。

二　包括承認を与えた者が包括承認に付した条件に違反したとき。

三　申請書の内容に虚偽のあることが判明したとき。

四　その他、包括承認継続が不適当であると認められたとき。

（使用の非独占等）

第14条　使用者は、知事が承認した用途に限定してロゴマークを使用し、それは非独占的になされるものとする。

（無断使用への対応）

第15条　第５条の承認を受けないで、ロゴマークが使用された場合は、知事はその無断使用した者に対して、使用物件の回収を求めるなど厳正な措置をとるものとする。

（使用に起因する問題）

第16条　ロゴマーク使用に起因する問題が生じた場合には、使用者が速やかに対処する責任を負うものとし、知事は一切の責任を負わない。

（その他）

第17条　本要綱に定めるもののほか、ロゴマーク使用に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附　則

この要綱は、平成１８年８月２３日から施行する。
附　則
この要綱は、平成２６年３月５日から施行する。
別紙様式１号

富士山ブランド・ロゴマーク使用申請書

申請年月日

	平成 　　年　　 月　　 日


山梨県知事　　　殿
使用者
	住所
	〒
　　　

	電話番号
	

	団体・企業名
	

	代表者名

	　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)


富士山ブランド・ロゴマークを、当団体（社）が生産・製造する県産品に使用したいので、次のとおり申請します。
記
	県産品の区分
	

	使用する県産品の名称
	

	使用する県産品の概要
	（大きさ、ロゴマークの使用箇所、使用量等、県産品の規格を記入してください）


	使用の期間
	平成　 年　 月 　日から平成　 年　 月 　日まで
（最長３年）

	担当者名／連絡先
	


· 可能な限り、ロゴマークを使用する県産品の写真やパンフレット等を添付してください。

別紙様式２号

富士山ブランド・ロゴマーク使用承認書
（承認番号 第　　　 号）
平成　 年　 月　 日
　

　　　　　　　　　　　　　　　　様

　　山梨県知事　　　

平成 年 月 日付けで（申請・届出）のありました富士山ブランド・ロゴマークの使用について、承認します。
なお、使用に当たっては次の点に留意してください。

記

① 承認の期間は承認の日から平成 年 月 日までとします。
② ロゴマークに関する一切の権限は山梨県に属します。
③ ロゴマークの使用に関する権利を他人に譲渡することはできません。

④ ロゴマークを県産品のデザインとして使用することができます。
⑤ ロゴマークを、承認を受けた県産品を紹介するチラシ、パンフレット、ポスター、看板等に表示することができます。ただし、承認を受けた県産品とそれ以外を明確に区分するような表示をしなければなりません。

⑥ ロゴマーク使用に起因する問題が生じた場合には、使用者が速やかに対処する責任を負うものとし、山梨県は一切の責任を負いません。
⑦ 使用の承認を受けた県産品の広告・宣伝に際して、可能な範囲でロゴマークの趣旨を紹介することにより、世界文化遺産富士山の保全に対する消費者等の理解を深めるようにして下さい。
⑧ 使用に当たっては、不当表示防止法その他の関係法令を遵守するとともに、消費者等に誤解を与えるような表示・表現は避けて下さい。
⑨ ロゴマークの適切な使用を図るため、使用者に対しロゴマークの使用状況、ロゴマークを使用している県産品の販売状況等について報告を求め、又は必要な調査を行うことがあります。
⑩ 申請書の記載内容に虚偽があった場合及びロゴマークが不正に使用された場合等は、使用者に対し是正を求めるための警告を行います。
⑪ 使用者が、上記の警告に応じない場合は、承認の取消その他必要な措置をとると共に、ホームページ等で告知します。
⑫ 使用の承認が取消されたときは、承認取消の日からロゴマークを使用することはできません。
⑬ 継続使用を希望する場合は、事前に知事に届け出る必要があります。
⑭ 使用承認要綱は必要に応じて変更することがあります。
別紙様式３号

富士山ブランド・ロゴマーク継続使用届出書

届出年月日

	平成 　　年　　 月　　 日


山梨県知事　　　殿
使用者
	住所
	〒
　　　

	電話番号
	

	団体・企業名
	

	代表者名

	　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)


富士山ブランド・ロゴマークを、当団体（社）が生産・製造する県産品に継続して使用したいので、次のとおり届け出ます。
記
	県産品の区分
	

	使用する県産品の名称
	

	当初承認年月・番号
	年 月 第 号

	使用の期間 
	平成　 年　 月　 日から平成　 年　 月 　日まで
（最長３年）

	担当者名／連絡先
	


※ 可能な限り、ロゴマークを使用する県産品の写真やパンフレット等を添付してください。
別紙様式４号

富士山ブランド・ロゴマーク使用承認内容追加・変更申請書
申請年月日

	平成 　　年　　 月　　 日


山梨県知事　　　殿
使用者
	住所
	〒
　　　

	電話番号
	

	団体・企業名
	

	代表者名

	　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)


　承認番号第　　号で承認を受けた富士山ブランド・ロゴマークの使用について、次のとおり内容を追加・変更したいので申請します。
	 事　　　　　　 項
	　　　追加・変更前
	　　　 追加・変更後

	 使 用 対 象 物 件
	
	

	 使   用   目   的
	
	

	 使   用   方   法
	
	

	 使   用   場　 所
	
	

	 使   用   期   間
	
	

	 使   用   数　 量
	
	

	 その他
	
	


別紙様式５号

富士山ブランド・ロゴマーク使用（追加・変更）承認書
（承認番号 第　　　 号）
平成　 年　 月　 日
　

　　　　　　　　　　　　　　　　様

　　山梨県知事　　　

平成 年 月 日付けで（追加・変更申請）のありました富士山ブランド・ロゴマークの使用について、承認します。
なお、使用に当たっては次の点に留意してください。

記

① 承認の期間は承認の日から平成 年 月 日までとします。
② ロゴマークに関する一切の権限は山梨県に属します。
③ ロゴマークの使用に関する権利を他人に譲渡することはできません。

④ ロゴマークを県産品のデザインとして使用することができます。
⑤ ロゴマークを、承認を受けた県産品を紹介するチラシ、パンフレット、ポスター、看板等に表示することができます。ただし、承認を受けた県産品とそれ以外を明確に区分するような表示をしなければなりません。

⑥ ロゴマーク使用に起因する問題が生じた場合には、使用者が速やかに対処する責任を負うものとし、山梨県は一切の責任を負いません。
⑦ 使用の承認を受けた県産品の広告・宣伝に際して、可能な範囲でロゴマークの趣旨を紹介することにより、世界文化遺産富士山の保全に対する消費者等の理解を深めるようにして下さい。
⑧ 使用に当たっては、不当表示防止法その他の関係法令を遵守するとともに、消費者等に誤解を与えるような表示・表現は避けて下さい。
⑨ ロゴマークの適切な使用を図るため、使用者に対しロゴマークの使用状況、ロゴマークを使用している県産品の販売状況等について報告を求め、又は必要な調査を行うことがあります。
⑩ 申請書の記載内容に虚偽があった場合及びロゴマークが不正に使用された場合等は、使用者に対し是正を求めるための警告を行います。
⑪ 使用者が、上記の警告に応じない場合は、承認の取消その他必要な措置をとると共に、ホームページ等で告知します。
⑫ 使用の承認が取消されたときは、承認取消の日からロゴマークを使用することはできません。
⑬ 継続使用を希望する場合は、事前に知事に届け出る必要があります。
⑭ 使用承認要綱は必要に応じて変更することがあります。
別紙様式６号

富士山ブランド・ロゴマーク使用に係る包括承認申請書

申請年月日

	平成 　　年　　 月　　 日


山梨県知事　　　殿
団体等
	住所
	〒
　　　

	電話番号
	

	団体・企業名
	

	代表者名

	　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)


富士山ブランド・ロゴマークの使用に係る包括承認を申請します。
記
	団体の構成員数
	

	使用する県産品の種類
	おおまかに



	担当者名／連絡先
	担当者名

団体等での役職

連絡先　

電話

ｅ－メール・アドレス




別紙様式７号
番 　　　　　　　号

平成　 年　 月　 日
　　　　　　　　　　　　　　　　様

　　山梨県知事　　　

富士山ブランド・ロゴマーク使用承認に係る包括承認について（通知）

このことについて、山梨県「富士山ブランド・ロゴマーク」使用承認要綱第１１条に基づいて、貴会員への使用承認に係る事項について包括承認します。
なお、使用承認に当たっては次の点に留意してください。

記

①　ロゴマーク等に関する一切の権限は山梨県に属します。

②　使用承認をする際には、可能な範囲でロゴマーク等の趣旨を紹介することを伝えてください。
③　包括承認した事項について、その適正執行を期するため、その状況に関し定期に又は必要に応じて臨時に報告を求めることがあります。
